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研究成果の概要（和文）：アンケート調査の結果も踏まえ、新調理システムを導入している病院

厨房を対象に現地観察・ヒアリング調査を実施した。その結果、事例はシステム導入による合

理化により、①人件費を削減して経済的効果を得ている事例と、②生じた余剰マンパワーを病

棟でのサービス向上の為に転用している事例、に二分されることが分かった。また、院外調理

システムの導入や、病院外の在宅患者や施設などへの給食の供給の可能性が示唆された。 

 
研究成果の概要（英文）：Based on the result of the questionary survey, it was found that 
the hospital kitchens innovated new cooking system were classified in that got economical 
effect by reduction of personnel expenses and that converted surplus man power into the 
man power for improvement of the service at wards from the result of hearing and 
observation. And I suggested possibility that the hospital installed off site food 
preparation service and supplied meals to outpatients. 
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１．研究開始当初の背景 
病院厨房では、これまで主にクックサーブ方
式で給食を調理してきたが、その運用は職員
の経験則に頼る部分が大きく、計画的に業務
の実施が出来ないことや、業務のオン・オフ
ピークの差異が大きいこと等の問題が指摘
されていた。またこれに加え、HACCPの導入、
入院患者に対するサービス向上としての食
味の向上や適時適温の提供、業務全体の効率

化等、多くの問題解決が求められている。 
これらの対応方策として、近年、クックチル、
クックフリーズ、真空調理法等の「新調理シ
ステム」を導入している病院事例が散見でき
る。しかし、このシステムの導入に際しては、
専用設備の整備等の設備面での対応が先行
し、その設備の配置や使用する空間の建築計
画についての検討は不十分なまま運用が行
われ、設計実務者における知識の蓄積は立ち
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遅れていると思われる。 
 
２．研究の目的 
本研究は、まず全国の急性期病院における給
食システム及び厨房の建築・設備の整備概況
を把握する。次にその結果も踏まえ、新調理
システムを導入している病院事例における
給食システムの管理運営の状況と建築・設備
の整備状況の詳細を把握する。そして、機能
上の特性と建築・設備計画との関係を明らか
にし、システム導入時の建築・設備に関する
要件を抽出・整理することを目的としている。 
 
３．研究の方法 
アンケート調査を実施し、その結果を分析し
て急性期病院における給食システム及び厨
房の建築・設備の整備状況の概要を把握する。
次にこの分析結果や文献調査の結果も踏ま
えて抽出した新調理システムを導入してい
る病院事例に対し、現地観察調査及びヒアリ
ング調査を実施し、その結果を分析して新調
理システム導入病院における給食システム
の管理運営の状況と厨房の建築・設備の整備
状況の詳細を把握する。また新調理システム
を導入している事例の中で、特に院外調理シ
ステムを導入している事例と、院外に給食を
提供している事例に対して、その運用と建
築・設備の整備状況との関係を明らかにする。 
 
(1) アンケート調査の概要 
参考文献１)２)より抽出した全国の[SPD
型][準 SPD 型]文３）の供給部門を持つ 100 床以
上の 133 病院の給食部科長を対象に実施し、
58 病院から有効回答を得た。調査概要を表 1
に示す。 
 

表１ アンケート調査の概要 
調査期間 2008 年 9月下旬～2009 年 3月中旬
配付数 133 病院 
有効回答数 58 病院（有効回収率：43.6％） 

主な調査 
内容 

・入院患者向け給食の調理関連業務
・給食部の配置計画（病棟食堂の整

備状況等） 
・厨房の建築計画（構成諸室の名称

等） 
・調理室内の設備計画（調理用設備

の整備・使用状況等） 
・病院概要、給食部（科）の概要、

その他業務等 
 

＜参考文献＞ 

１）病院建築 51 号～医療福祉建築 159 号，日本医

療福祉建築協会，1981.4～2008.4 

２）医療・保健・福祉施設建築情報シート'96～'07，

日本医療福祉建築協会，1996～2007 

３）中野明：病院における物品供給部門の SPD 化

からみた平面計画，病院における物品供給部門

の建築計画に関する研究その１，日本建築学会

計画系論文集，No.534，pp.95-100，2000.8 

(2) 現地観察調査・ヒアリング調査の概要 
アンケート調査の結果及び文献調査の結果
及び給食調理業務の経験がある管理栄養士
や厨房機器メーカー担当者から得た知見よ
り抽出した、9病院を対象に実施した。調査
概要を表 2に示す。 
 
４．研究成果 
(1) 研究の主な成果 
①急性期病院における給食システムの概要 
・職種別の配置人数：管理栄養士の全病院の
平均配置人数は5.8人、栄養士の平均配置人数
は3.5人であり、規模を問わず栄養士より管理
栄養士の方が多く配置されている傾向がみら
れた。 
・給食数：一般食と治療食の食数の割合は、
全病院では各々61.3％と36.1％で、残りの
2.6％は職員向け等の給食数が占めている。特
に小規模事例では、この割合と治療食の割合
が比較的多い結果となった。 
・栄養指導業務の実施状況：給食調理以外の
業務として、管理栄養士による各種栄養指導
業務が挙げられるが、外来栄養食事指導（全
病院の平均実施件数：62.4件/月）及び入院栄
養食事指導（同：55.2件/月）を中心に実施し
ていることが分かった。 
・配膳・消毒方式と給食方式：配膳・消毒方
式は、大部分が中央配膳・中央消毒であり、
病棟での配膳・消毒は殆ど見られない。また
給食方式は、業者委託方式が全病院の70.7％
を占め、病院直営方式等を上回っている。 
・外部委託を行っている内容：下膳後の業務
の他に、配膳、調理、食材の発注・検収・納
品・管理を委託している場合が比較的多い。
一方、病棟訪問、什器・調理用備品の管理は
あまり行われていない。 
・選択メニューの実施状況：特に中・大規模 

 
表２ 現地観察調査・ヒアリング調査の概要 
調査期間 2008 年 5 月下旬～2012 年 1 下旬 

対象数 
新調理システムを導入している 
9 病院 

対象病院の
病床規模 

・100～299床：4事例 
・300～599床：2事例 
・600床以上：3事例 

対象病院の
経営主体 

・公立：1事例 
・公的：3事例 
・社会福祉：1事例 
・医療法人：1事例 
・その他：3事例 

対象病院の
竣工年 

・1980年代：1事例（但し厨房が配置
されている棟は2000年代に増築）

・1990年代：0事例 
・2000年代：7事例 
・2010年代：1事例 

主な調査 
内容 

・新調理システムの運用状況 
・厨房内の区域区分の方法 
・厨房を構成している諸室 
・新調理システムを運用する上で必

要な調理用設備の整備・使用状況
・新調理システムの導入目的・効果



 

 

の事例で実施され、実施している事例では、 
常時実施している場合が多い。また、実施し
ている事例においては、定食選択方式又は主
菜のみ選択方式を採用している事例が、選択
メニュー実施事例の88.5％で、顕著である。 
・新調理システムによる主菜・副菜の調理の
割合：新調理システムにより一部又は全ての
調理を実施している事例は全病院の12.1％に
止まっている。 
・調理関連業務の運営上の問題：調理関連業
務の運営上の問題があると回答した事例は全
病院の77.6％（45事例）である。その問題の
内容としては、従業員間の調理技術格差の問
題が非常に顕著で、それに続き料理の均一
性・再現性に乏しいことが挙げられ、調理技
術に関する問題が指摘されている。 
②急性期病院での厨房の建築の整備状況 
・厨房全体の面積規模：概ね延床面積の1.1
～2.7% (平均1.7%)と、相関関係にある。また
この関係について、新調理システムを導入し
ている事例と導入をしていない事例との違い
は有意に見られず、給食システムの差異につ
いて、面積規模をあまり考慮していない可能
性が示唆された。 
・厨房を構成している諸室の整備状況：主要
諸室として、食品庫、下処理室、調理室、洗
浄室、事務室については殆どの事例で整備さ
れており、逆に加熱調理後の食品を急速冷
却・保管する為の冷却室、チルド室、フリー
ズ室はあまり整備されていない。また冷蔵室、
冷凍室、調乳室の整備率（全事例に対して各
種部屋が整備されている事例の割合）は、病
床規模が大きくなるに従い増加する傾向がみ
られる。 
・調理ゾーンの面積規模：厨房において中心
的な役割を担う調理ゾーンの面積と、厨房全
体の面積との関係をみると、調理ゾーンは厨
房の延床面積の79％とかなり強い相関関係に
あることと、新調理システムの導入の有無に
ついては関係が有意に見られないことが分か
った。上記の厨房全体の面積規模の項でも触
れたが、ここ30年近く新たな試みが行われる
こともなく、非常に硬直的な考えの元で、病
院厨房の建築計画が検討されてきた一面があ
ることを示していると考えた。 
・調理ゾーンにおける汚染・非汚染区域の区
分方法：調理ゾーンにおける重点管理事項と
して、食品の調理の過程により、検収室や下
処理室等の汚染区域と調理室等の非汚染区域
の区分を行うことが求められている。そこで、
その区分の有無と方法についてみると、殆ど
の事例で区域区分を行い、その区分の方法は
壁やパスススルー冷蔵庫などの物理的な境界
を設置する方法だけでなく、区域毎の床面の
色分けや境界部にテープを貼る等のサインに
よる区分方法等が用いられ、多様化している
ことが分かった。 

③急性期病院での厨房における調理用設備
の整備状況 

・各種設備の整備の有無と使用状況：厨房に
おける調理用設備について、新調理システム
が導入されているか否かに関わりなく、スチ
ームコンベクションオーブン（以下、スチコ
ン）は殆どの事例で、またブラストチラーは
約半数の事例で導入されている。しかし、真
空包装機と自動真空包装機の導入は進んで
おらず、その使用率（各種設備が整備されて
いる事例に対する、実際に設備が使用されて
いる事例の割合）もあまり高くはない。 
・主な加熱調理用設備の熱源の種類：熱源の
種類別にみた主な加熱調理用設備の整備状況
について、スチコン、ブレージングパン、焼
物器等を中心に、加熱調理用設備の熱源の電
化が進んでいる。またコンロや炊飯器につい
ては、ガスと電気を熱源とするものを併用し
ている事例がみられた。 
④新調理システム導入病院事例における厨
房の運用状況 

・主菜・副菜の各調理方法：一部の事例では、
盛付/配膳業務も前倒しで実施するニューク
ックチル方式（以下、NCC 方式。図 1 参照）
を導入している。このNCC方式の導入により、
提供直前の作業量の集中をさらに軽減できる
等の利点があるという意見が聞かれた。また
一部事例では、病棟が高層（地上 14 階建）
である為、再加熱後から提供までの時間管理
を考慮して、再加熱を病棟パントリーで実施
している。一方、真空調理法を積極的に導入
している事例もみられ、これらの事例からは、
配膳・消毒を病棟で実施しており、その際に
真空調理法によりフィルムで密封された食
材は衛生管理が容易で、病棟への搬送時の取
扱いも容易という意見が聞かれた。また、朝
食のみをクックチル方式で調理を実施して
いる事例からは、当日の朝食準備の為の出勤
時間が繰り下がり、出勤人数の削減が可能に
なったという意見が聞かれた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜注＞新調理システム推進協会編：新調理システ

ムのすべて，新調理システム管理者養成テ
キスト，日経ＢＰ企画，2005.4 を参照して
筆者らが作成 

図１ 種類別の調理・保存方法の工程 

<ﾆｭｰｸｯｸﾁﾙ><ｸｯｸﾁﾙ><ｸｯｸｻｰﾌﾞ> <ｸｯｸﾌﾘｰｽﾞ> <真空調理法> 
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⑤新調理システム導入病院事例における厨
房の建築の整備状況 

・厨房を構成している部屋： NCC 方式の調理
方法を導入している事例では、配膳された給
食を収納しているカートをチルド状態で一
時保管を行う場所として、部屋全体の冷蔵機
能を有しているカートインチルド室を整備
している。また配膳・消毒を病棟で実施して
いる事例では、盛付/配膳を行う為のスペー
スや部屋を必要としない。カート/ワゴンプ
ールを行うスペースについても、病棟に食材
をまとめて払い出す為のワゴンを一時保管
できればよく、面積が相対的に小さいことが
特徴である。その他に、殆どの事例において、
調理後の食材をチルド状態で一時保管する
ためにチルド室を整備している。 
⑥新調理システム導入病院事例における厨
房の設備の整備状況 

・調理用設備の配置：新調理システムの導入
で必要となるスチコンとブラストチラーは、
各々まとめて配置されている事例が多く見
られたが、一部事例ではスチコンとブラスト
チラーを 1組にして 2ヶ所に分けて配置して
いた。これは、調理作業時に 2名の調理師が
これら設備の使用する際に、動作が互いに干
渉しない為の工夫とのことであった。つまり、
調理手順や各調理担当者の動作などに応じ
て、これら設備の配置の検討が計画時に必要
となると思われる。 
・使用頻度が低い調理用設備：整備はしてい
るが、使用頻度が低い又は本来の使われ方で
はない使われ方をしている調理用設備がみ
られた。例えばブレージングパンはフライヤ
ーとして使用され、回転釜は氷水を入れてタ
ンブルチラーとして使われていた事例がみ
られた。様々な加熱方法が可能であるスチコ
ンの積極的な利用等の工夫により、計画時の
検討結果によっては、加熱用調理設備の種類
の削減が可能になると考えた。 
・再加熱用カートの方式：NCC 方式の調理方
法を導入している事例では、配膳された給食
の再加熱を行う機能を有した専用カートを
導入している。その加熱方式は、温風方式と
ヒーター方式であった。温風方式は、食器の
種類を選ばず、全方向から加熱出来る等の長
所があるが、食材が乾燥し易く食味が落ちる
場合があるという短所を持つ。またヒーター
方式は、食材の乾燥はし難いが、食器の種類
が限定され、一方向からの加熱の為に食材が
加熱不足になる場合があるという短所があ
る。つまり各方式には一長一短があり、各病
院事例の考えに従って、その方式が選択され
ている。 
⑦新調理システム導入の目的・効果 
特に新調理システムの導入の目的について、
NCC 方式を導入している事例では、業務の効
率化による経費削減を挙げるなど、病院の経

営側にとって様々な利点があるという意見が
聞かれた。しかし一方で、患者にとってどの
様な利点があるのか不明であることや、シス
テム導入と共に職員の外部委託を進めた為、
一部職員の業務に対する意欲の低下があった
等の意見も聞かれた。また病棟での配膳や消
毒を実施している事例からは、システム導入
による作業の効率化を図り、その結果発生し
た余剰マンパワーを病棟でのサービス向上等
の活動に向けているとのことであった。 
⑧院外調理システム導入病院事例における
厨房の運用と建築・設備 

・[ND]病院：運営は外部業者に委託され、ニ
ュークックチル方式により、1)主菜・副菜を
院外調理施設にて調理・冷却、2)食器と共に
チルド状態のままホテルパンごと病院へ配
送、3)院内で調理した主食・汁物と共に盛
付・配膳・再加熱カートにセット、4)提供直
前に再加熱、5)入院患者へ提供、6)下膳後は
食器ごと院外調理施設に配送され残飯処
理・食器洗浄、という作業工程により給食が
供給されている。なおこの院外調理施設は、
上記委託先の民間企業により運営され、[ND]
病院を含めて 7ヶ所の医療福祉施設に合計約
6,000 食/日の給食を供給している。厨房は、
検収室、配膳カート室、ミニキッチン（主食
と汁物の調理を実施）、下膳カート保管室、
更衣室、事務室等で構成されている。また面
積は、病院全体の延床面積の 0.70％しか占め
ていない。設備は調理用として立体炊飯器、
スープケトルの他に、チルド庫、食器保管庫、
ベルトコンベアー等の設置に止まっている。 
・[SH]病院：運営は[SH]病院を含めた複数の
医療福祉施設との共同で行われ、ニュークッ
クチル方式により、1)主菜・副菜・主食・汁
物を院外調理施設にて調理・冷却・盛付・配
膳・再加熱カートにセット、2)チルド状態の
まま再加熱カートごと病院へ配送、3)提供直
前に再加熱、4)入院患者へ提供、5)下膳後は
食器ごと院外調理施設に配送され残飯処
理・食器洗浄、という作業工程により給食が
供給されている。院外調理施設は、[SH]病院
の経営主体により運営され、現在、[SH]病院
を含めて同一の法人が経営する 7 ヶ所の医
療・福祉施設と他法人が経営する 5ヶ所の医
療福祉施設へ、合計約 5,400 食/日の給食を
供給している。上記のとおり、基本的に院内
では給食の再加熱のみを実施しているので、
厨房は加熱室（再加熱カートの保管兼再加熱
を実施する部屋）、下膳カート保管室、テス
トキッチン、事務室等のみで構成されている。
厨房の延床面積は、病院全体延床面積の
0.62％に止まり、[ND]病院と同様に相対的規
模が非常に小さい。また設置されている主な
設備は、再加熱カートの保冷・再加熱の為の
専用設備のみである。以上の整備は、上記シ
ステムの導入と共に、調理室から加熱室と臨



 

 

床検査室に、臨床検査室から ICU に、それぞ
れ部屋の用途変更を伴う改修の一部として
行われ、給食部の面積の削減分を、直接医業
による収益をもたらす空間に転用を行って
いる。 
⑨院外給食提供事例の厨房の運用 
・[KO]病院：運営は病院直営で、NCC 方式で
主菜・副菜の調理を行っている。院外の関連
施設でのデイサービス向けの給食(平均 260
～280 食／日)を供給している。具体的には、
チルド状態で給食を搬送し、関連施設内で盛
付・配膳・再加熱を行う方法で調理を実施し
ている。 
・[NS]病院：運営は外部業者に委託し、クッ
クサーブと真空調理法を組み合わせて主
菜・副菜の調理を行っている。2000 年 6月～
2008 年 3 月において、概ね病院を中心として
自動車で 20 分以内の圏域に居住する 1 人又
は 2人暮らしで食事作成が困難で、治療食を
必要とし、在宅での食生活に支障をきたすと
思われる患者を対象に、厨房で調理した治療
食を配送して提供するサービスを実施して
いた。途中、料金の値上げや厨房の改修によ
るサービス縮小を行っても利用者は減少せ
ず、最終的には 111 名の在宅患者に対し、毎
食平均約 50 食の供給を行っていたという。
なお、このサービス実施にあたり、厨房の建
築・設備の特別な対応は行わなかったが、配
送中の車内の温度管理と配送に要した時間
の管理を行い、専用の食器と保温機能を有し
た容器を使用していた。なお現在、厨房の調
理業務を外部業者に全面委託するにあたり、
業者より問題発生時の責任の所在が不明瞭
であることを理由に業務の受託を拒まれた
こと、配送を委託していたシルバー人材セン
ター担当者の人数が減員となったこと、の主
な２点の理由によりこのサービスは中止し
ている。 
⑩まとめ 
以上、アンケート調査の結果も踏まえつつ、
新調理システム導入病院に対する現地観
察・ヒヤリング調査の結果より、新調理シス
テム導入による調理業務の合理化により調
査対象は、人件費を削減して経済的効果を得
ている事例と、生じた余剰マンパワーを病棟
でのサービス向上の為に転用している事例、
に大きく二分されることが分かった。またそ
れに応じて調理・保存方式が異なり、建築・
設備の整備状況が異なる傾向にあることが
分かった。院外調理システムの導入や、病院
外の在宅患者や施設などに給食を供給して
いる事例に対する調査結果からも、病院外と
の関係の構築により、給食システムの機能が
変化する可能性が示唆され、それに従い建
築・設備も影響を大きく受ける様子が明らか
となった。病院給食を取り巻く環境の状況に
より、今後も新調理システムの普及が進むと

共に、上記の取り組みを行う傾向が強まると
考える。各病院では改めて病院給食の位置づ
けを定め、その為の給食システムの構築と、
相応した建築・設備の整備と有効利用が求め
られる。 
 
(2) 得られた成果の国内外における位置づ
けとインパクト 

主に、日本建築学会大会学術講演会と医療福
祉設備学会一般講演で成果を公表してきた。
その結果、平成 23 年度の医療福祉設備学会
において招待講演として、研究成果を公表す
る機会を得ることができた。これは上記のと
おり、今後の国内の急性期病院の厨房におい
て新調理システムの導入が進展するという
考えの基で、筆者の研究成果の有用性や重要
性について、一定の評価を得た結果であると
考えている。引き続き、学会発表や論文の投
稿を継続し、研究成果の社会への還元をはか
る予定である。 
 
(3) 今後の展望 
今回の研究においては、新調理システムの導
入により給食システムの機能の可能性が広
がることと共に、それに伴う建築・設備計画
の考え方が変容することを示すことが出来
たが、具体的なあり方を検討するまでには至
らなかった。今後、得られたデータをさらに
整理・分析を継続する予定である。また当初、
厨房での建築・設備計画について、建築人間
工学的な視点での検討も行う予定であった。
しかし、現地観察調査の結果から、各事例間
で計画の差異があまり見られなかったこと
等の理由により、本研究において検討を見送
ることとした。従って、引き続き事例調査を
継続し、建築人間工学的な視点からみて独自
性のある、先進的な計画事例の抽出と実態把
握を行い、理論の構築・検証を通じて、新調
理システムを導入した厨房の建築・設備計画
に関する知見の蓄積が必要と考える。 
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